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1　はじめに
　日本経済の高コスト化をめぐる議論が展開されてきた（1〕。さまざまな議論か
ら，「高コスト」の定義を一般化すれば，「非貿易財（non－t・劃ded　goods）部門
における相対的な生産性の低さ，すなわち非貿易財価格の相対的な上昇によっ
て，生産コストないし物価が割高になっている状態」ということになろう。つ
まり，貿易財（t・adedgoods）部門ρ生産性の高さに比べて，非貿易財部門の
生産牲が低いこと一が，高コスト化を引き起こしているということになる。この
意味において，高コスト化は貿易財と非貿易財を含む「経済構造」に関わる聞
題であるということができる。
　高コスト化は，価格メカニズムが十分に機能している場合にも発生しうる。
貿易財部門と非貿易財部門の生産性上昇率が同じになるとはかぎらず，それら
に格差が生じれば高ヲスト化が発生レてしまう。しかし，ここで取り上げられ
るべき間題は，非貿易財部門における生産の非効率化が，価格メカニズムが十
分に機能しないことからもたらされているところにある。
　これまで，非貿易財価格の相対的な高さは「内外価格差」として議論されて
きた（2）。これは，非貿易財を最終財として消費する「消費者」の立場からの議
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論であったといえる。高コストも内外価格差とほぼ同じ意味で用いられるが，
非貿易財を生産に投入するr生産者」の立場が重視されている。このような多
少のニュアンスの差はあるが，本稿では，これらを一括して広い意味での「高
コスト」としてとらえることとする。
　高コストが取り上げられる理由として，経済のグローバル化が進展している
ことが挙げられる。経済がグローバル化するにつれて，各国国内市場が一国の
枠組みを超えて広域化し，貿易財のみならず，これまで国際取引の対象になり
にくかった非貿易財までが激しい国際競争にさらされている｛3）。経済のグロー
バル化は非貿易財の「貿易財化」を進展させているわけである。このような状
況のもとで，非貿易財部門における生産の非効率化は，経済構造の歪みにつな
がり，それが高コスト化という形で表面化することになる。また，高コスト化
が日本製晶の価格競争力の低下をもたらし，産業の空洞化の誘因になりうると
いう議論もある（4〕。
　本稿では，なぜ高コストが発生するのか，そして，高コストは日本経済にい
かなる問題を投げ掛けているか，を考える。また，高コストを是正するために
必要とされる政策はなにか，を取り上げる。高コストの実態や問題点を整理し
たうえで，高コストの発生メカニズムを理論的に考察し，そこから高コストの
是正策を導き出すことが本稿の主たる目的である。
　本稿の構成は次のとおりである。第2節では，高コストの実態を明らかにし，
高コストがいかなる問題を生じさせているかを考える。第3節では，高コスト
の発生メカニズムを，購買力平価説を応用して考察する。第4節では，貿易財
と非貿易財を含む一般均衡分析にもとづき，経済構造の歪みと高コストとの関
係を考える。また，経済構造の歪みを是正し，高コストの解消を図るために，
いかなる政策が必要とされるかを検討してみる。
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2　高コストの実態と間題点
　一般に，経済には，製造業のような貿易の対象になりうる財（貿易財部門）
と，卸・小売，金融・保険，情報・通信など大規模な国際取引の対象になりに
くい財（非貿易財部門）が存在している。ここでは，貿易財として製造業を，
非貿易財としてサービス産業（葬製造業）をそれぞれ取り上げることとする。
貿易財と非貿易財の関係に焦点をあてて，高コスト経済の実態と問題点を考え
てみよう。
（ユ〕貿易財と非貿易財の相対価格
　第ユに，貿易財と非貿易財の相対価格の変化を考えてみる。『通商白書』
（1998年版）によれば，日本，アメリカ，ドイツにおいて，非貿易財価格の上
昇が貿易財価格の上昇を上回っていることが示されている。いずれの国におい
ても，非貿易財価格が相対的に上昇しているが，その程度は日本がもっとも大
きいことが指摘されている竈日本においては，1985年以降の急激な円高への対
策として，貿易財部門において生産性の上昇を図ってきたことが背景にあると
いえよう。他方，非貿易財価格の上昇は非貿易財部門における生産性の上昇の
低さと関連しているといえる。
　表1から，日本のGDP（全産業）デフレーターはわずかながら上昇してい
るものの，安定的に推移していることがわかる。そのうち，製造業のデフレー
ターは低下傾向を示している。他方，サービス産業（非製造業）のデフレー
ターは，卸・小売と金融・保険を除けば，いずれも上昇傾向にあることカ干わか
る。つまり，日本の物価の上昇は非貿易財価格の相対的上昇によってもたらさ
れているということができる。具体的に述べれば（表示していない），製造業
のうち，化学，電気機械など「比較優位」を持つとされる分野のデフレーター
の低下が顕著である。それに対して，サービス産業では，建設，不動産のデフ
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表1　経済活動別デフレーターの推移 1990年＝100
！985ユ986198719881989ユ9901991992199319941995199619971998
全産業 93，495．195．295．897．8ユ00102．7104．5105．1105，3104．6ユ03，1103．4103．7
製造業 98，9ユ01．7 99．898．99．3100100．9101．410C．597，794．29ユ．2 89．ユ 89．9
建設 85，787，89．291．896．2100104．0107．5109．3110．6112．4112．9ユ16．4117．3
竃気・淋水道 ユ09．7ユ21．31！8．7112．7ユC6．1 1OO1OO．6103．8106．4108，2108．6102．2105．3ユ02．8
卸売・小売 ユC2．2ユOO．899．O98．599．41OO101．710L2100．299，697．496．O96．595．1
金融・保険 ／09．3102．199．198．399．10099．498．097．398．597．398．99，797．6
不動産 84．287．290．593．O96．5100103．7107．4110．6112．9114．2ユ14．81ユ6．11ユ7．1
運輸・通信 94．ユ96，798．398．799．o100102．3103，8103．4103．0105．Oユ03．8103．1102．4
サーピス 85．488．691．293．397．O100103．3106．8108．6109，3108，9ユC8．O109．71ユO．4
（資糊　経済企画庁帽民経済計算年報」
レーターの上昇が著しい。電気・ガス・水道のデフレーターはわずかに上昇し
ているが，そのうち電力のデフレーターについては低下が見られる。また，運
輸・通信のうち，運輸のデフレーターは上昇しているが，通信のデフレーター
は低下している。製造業とサービス産業における生産性の格差がそれぞれのデ
フレーターの変化に表れ，結果として，非貿易財の価格が相対的に上昇してい
ると考えられる。
　第2に，GDPに占める貿易財（製造業）と非貿易財（サービス産業）の
シェアを調べてみよう。それは表2に示される。非貿易財の生産シェアを各分
野別に見れば，建設の振れが大きく，卸・小売とサービスの分野で上昇傾向に
ある。金融・保険のシェアは上昇が見られたが，I990年を境に一転して低下傾
向にあるといえる。また，貿易財と非貿易財との比較を行えば，前者はほぼ安
定的な値をとるのに対して，後者は上昇していることがわかる。つまり，貿易
財から非貿易財への構造転換が生じ，経済のサービス化が進展していることに
なる（5〕。しかし，この構造転換は，非貿易財部門の生産性が上昇し，生産の効
率化が生じたことを意味するものではない。貿易財価格の相対的下落あるいは
　312
日本経済の高コスト構造
表2　GDPに占める経済活動別生産シェア（実質値）
25
（％）
製造業 サービス
（貿易剛 電気・ガ 卸売・ 金融・ 運輸・ 産業建　設 ス・水遣 小売 保険 不動産 通信 サーピス 非貿易財）
1985 27．9 8．6 2．7 ユ2．2 4．5 1ユ．2 6．5 15，8 6ユ．5
1986 26．9 8．8 2．6 12，5 5．1 1ユ．3 6．5 15．762．5
1987 26．8 9．3 2．6 12，9 5．6 11．4 6．5 15．063．3
1988 27．3 9，7 2．6 13．1 5．9 11．2 6．5 14．563．5
1989 27．7 9．9 2．6 13．2 6．3 11．ユ 6．8 14．564．4
ユ990 28．210．1 2，6 13．6 5．9 10．9 6．6 14，864．5
ユ991 28，610．1 2．7 13．9 5．7 ユ0．9 6．6 工5，1 65．0
ユ992 27．910．1 2．7 13．9 5，6 ユ1．2 6．5 15，665．6
1993 26．710．3 2．7 13．5 u5．2 11，6 6．5 ユ6．1 65，9
1994 26．410，3 2．7 13，4 5，5 ユ1．8 6．5 16，266．4
1995 27．4 9．7 2．7 13，6 5，4 11．8 6．5 16．4 66．ユ
1996 27，7 9，4 2．9 12，9 4．9 11．9 6．6 16．865，4
ユ997 28，1 8．6 2．8 13，1 5．2 12、ユ 6．6 16，765．1
（資料）経済企画庁『国民経済計算隼報』
非貿易財価格の相対的上昇は，貿易財から非貿易財への生産シフトを生じさせ
ることになる。ただし，この現象は，非貿易財部門における生産性の改善を
伴っていないところに間題が見いだせる。非貿易財部門では，生産性の上昇が
生産コストの上昇に追いつかず，価格の上昇が生じているということができよ
う。生産構造の非効率化を温存させたままで，非貿易財の生産シェアが高まっ
ているのである｛6）。
　このことは，貿易財と非貿易財の就業構造から見ることもできる。それは表
3に示される。貿易財の就業者のシェアは低下しているのに対して，非貿易財
のそれは上昇していることがわかる。また，L非貿易財を分野別に見ると，安定
的に推移している分野が多いが，卸・小売のシェアは低下し，他方で，建設と
サービスのシェアが上昇している。ここから，次のことが指摘できる。貿易財
の生産シェアが安定し，就業者のシェアが低下しているということは，生産性
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表3経済活動別就業者のシェア （％）
製造業 サービス
（貿易財） 電気・ガ 卸売・ 金憩・ 運輸・ 産業建設 ス・水道 小売 保険 不動産 通信 サービス 非貿易剛
1985 24．2 9．O O，6 18．0 3．2 1，2 5，5 18．756．2
ユ986 23I9 8．9 0．6 18．1 3，3 1．2 5，6 19．1 56．8
ユ987 23．4 8．8 0．6 18．3 3．4 1．3 5．5 19．957．8
1988 23．5 9．1 O．6 18．2 3．3 1．3 5，5 20．058．0
1989 23．5 9．2 O，6 18．0 3．4 1．3 5．6 20．458．5
1990 23．4 9．1 0．6 17．9 3，5 1．3 5．6 21．059．0
ユ991 23．6 9．2 0．6 17．6 3．4 1，3 5，5 21．659．2
1992 24．3 9．9 0．6 16．8 3．2 1．5 5，4 2ユ．7 59．1
1993 23．710．1 O．6 16．8 3，2 1．5 5．5 22．360．1
1994 23．21C．4 O，6 16．7 3．2 1．5 5．5 22．760．6
1995 22．510．5 0．6 工6．6 3．1 1，5 5．6 23．261．1
ユ996 22．310．6 0．7 16．6 3．0 1．5 5，7 23．561．6
1997 22．O10．7 0．6 16．5 3．0 1．5 5．7 24．162．1
（資料）経済企画庁r国民経済計算年報』
が改善したことを意味している。また，非貿易財の生産シェアと就業者のシェ
アはともに上昇しているが，その伸びは後者のほうが大きく，生産性の改善が
見られていないといえる。分野別に見れば，卸・小売では，生産シェアの上昇
と就業者のシェアの低下が生じ，生産僅の上昇が見られる。サービスでは，就
業者のシェアの伸びが生産シェアの伸びより大きく，生産性の改善が見られて
いない。運輸・通信では，生産シェアがほぼ安定している一方で，就業者の
シェァはわずかながら上昇し，ここでも生産性の上昇が見られない。金融・保
険では，1990年までの期間の生産性の伸びが指摘できるが，それ以降ではその
改善が見られない。以上から，生産性の高低とデフレーターの大小との間に一
定の関係が見いだせるであろう。
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図1　購買力平価と為替レートめ実勢値
　　．・＾．1　　＼、
、1　　　　　　｛　　　　　、．　　　　　　、、
一為替レートの実曇値
一輸出価格による購買力平価
…・消費者物価による購買カ平価
27
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　　　　　　（資料）㎜F，1㎞肋棚〃肋肌刎5施倣κ乱
／2）購買力平価と高コスト
　（1）から，非貿易財部門における生産の非効率化を温存させたままで，貿易財
から非貿易財への資源の再配分が生じていることがわかった。貿易財の生産性
に比べて非貿易財の生産性は低く，．これが経済構造の歪みとなって表面化して
いる。その歪みは商コストという形で表れることになる。図1から，高」コスト
を説明するために，為替レートの実勢値と，「購買力平価」にもとづく理論上
の為替レートを比較してみよう。阯
　購買力平価説とは，為替レートの水準は，内外の通貨の購買力（通貨1単位
でどれだけの財が購入できるか）を等しくするよ』うに決まるという考え方であ
る。自国の物価の上昇て下落）は自国通貨の購買力を低下、（上昇）させ；自国
通貨表示の為替レートを減価（増価）させることになる。他方，外国の物価の
上昇（下落）、は外国通貨の購買力を低下（上昇）・させ，」自国通貨表示の為替
レートを増価（減価）させる。内外の物価を比較する場合，いかなる物価指数
を用いるかが間劉こなるが，ここでは貿易財価格を表す「輸出物価指数」と，
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非貿易財のウエイトが高い「消費者物価指数」を用いて購買力平価を求めてみ
る。また，固定為替レート制から変動為替レート制に移行した1973年を基準年
次とする。
　図ユでは，為替レートの実勢値と理論値には乖離が存在するが，それでも，
趨勢的には輸出物価指数をもとに求めた購買力平価の撞移に近いことが見てと
れる。為替レートは貿易財価格の影響を受けやすく，貿易財の生産性が高まる
につれて為替レートの増価（円高・ドル安）が進むことを暗示している。日本
の貿易財産業（製造業）は円高対策として生産性の改善を図り，コストの削減
に取り組んできたわけであるが，それがかえって円高を進行させるという皮肉
な結果をまねいているといえる。製造業における各業種ごとの購買力平価を見
よう。たとえば，『経済白書』（1999年版）は，化学や電気機械の購買力平価は．
これらのデフレーターの大幅な低下から実勢の為替レートより増価した水準に
あること，そして，製造業の採算レートは，総じて実勢レートより増価した水
準にあることを示している。このことは製造業の生産性が上昇したことを意味
している。
　他方，消費者物価指数をもとに求めた購買力平価との乖離は大きくなってい
る。通常，内外価格差とは，消費者物価をもとに求めた購買力平価を現実の為
替レートで割った値と定義される。たとえば，1996年の内外価格差を求めれば，
購買力平価が1ドル＝191．8円で，現実の為替レートが1ドル＝ユ08．8円である
から，191．8÷108．8≒1．76になる。このことは，日本の物価が外国に比べて
1．76倍も割高であることを意味する。消費者物価指数は非貿易財のウエイトづ
けが高いことが特徴であり，したがって，高コストあるいは内外価格差とは，
非貿易財の価格が外国より割高であることを意味しているわけである。サービ
ス産業内の多くの分野のデフレーターが上昇傾向にあることから，非貿易財の
購買力平価は実勢の為替レートより減価した水準にあるということができる。
サーピス産業の生産性の低さが高コストあるいは内外価格差を引き起こしてい
　316
日本経済の高コスト構造 29
るわけである。
（3〕高コストの問題点
　高コストは，非貿易財価格が貿易財価格に比べて相対的に高いこと，すなわ
ち，非貿易財部門の生産性が貿易財部門の生産性より低いことに原因が求めら
れる。非貿易財価格の相対的な高さが，生産コスト（物価）の割高感を生じさ
せている。高コストをめぐって，それが日本製品の価格競争力を低下させ，空
洞化の誘因になっているという議論がある一方で（7〕一非貿易財と貿易財の相対
価格が問題なのであり，コストが割高の非貿易財（申間財）を投入して貿易財
が生産され，貿易財の生産性は上昇しているのだから，高コストは日本製品の
価格競争力を低下させる原因ではないという議論がある（8〕。
　相対的に高い非貿易財を中間財として投入し，貿易財が生産されていること
は事実である。しかし，従来と異なる点は，経済がグローバル化するにつれて，
非貿易財としてとらえられてきた財が，国際競争にさらされているということ
である。たとえば，金融・保険の分野においては，「ビックバン」による自由
化の進展とともに，閉鎖型の「護送船団」型金融システムからの変革が迫られ
ている。情報・通信の分野においても，外国企業の日本市場への参入が進みつ
つある。つまり，非貿易財の貿易財化あるいは国際競争化が進んでいるわけで
ある。また，『通商白書』（ユ998隼版）＾は，製造業の中問投入に占めるサービス
産業の割合が上昇し続けていることを指摘している（1980隼：22．2％，1985
年：26，2％，1990年12ア．5％，1995年：29七5％）。非貿易財の貿易財化が進む
なかで，国内生産された割高の非貿易財を投入することは，製造業の価格競争
力を低下させるように作用していると考えられるであろう。
　非貿易財価格の相対的な高さを明らかにするために，サービス貿易について
考えてみよう；9〕。具体的■には，サービスの項目ごとの競争力指数を取り上げる
こととする。表4から，航空輸送（貨物）の分野で競争力があること，通信と
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表4　サービス産業の競争力指数
海上輸送 航空輸送
（貨物） 旅行 通信 建設 保険 金愚旅客 貨物
199ユ O，10一〇．71 0．25一0，75 一0．43 0．24一0．03 一0．89
1992 0，14一C．73 0．26一〇，76 一〇．61 0．37一1．46 一0．77
1993 0．06一0，73 0．17一0，77 一〇．55 O．39一〇．92 一〇．66
1994 0．02一C．73 0．14一0，80 一0．25 0．36一0．75 一〇．50
1995 一0．03 一0．72 O．08一〇、84 一0．25 0．34一0．79 一0．19
1996 一〇．17 一〇．70 0．07一〇、80 一0．15 0．10一〇．59 一0．02
1997 一0．13 一C．64 0．18一〇、77 一0．11 0．18一0．71 一0．18
1998 一0．10 一〇、55 0．21一〇、77 一0．16 O．17一〇．95 一〇．14
　　　　　　　受取一支払（注〕競争力指数＝　　　　　　　受取十支払
（資料）　日本銀行r国際収支統計月報」
金融の分野では支払超過であるが，競争力が上昇しつつあることがわかる。し
かし，海上輸送（貨物）では競争力が低下し，受取超過から支払超過に転じて
いる。また，建設の分野においても競争力の低下が見てとれる。これらは高コ
ストが指摘されている分野でもある。旅行や航空輸送（旅客）は支払超過が見
られる。旅行の支払超過は，国内旅行と海外旅行を比較したとき，後者が割安
であるために，日本人の海外における支出が外国人旅行者の日本国内における
支出より大きいこと，つまり，日本人の海外旅行の規模に対して，外国人の日
本への旅行の規模が小さいことを意味している。そして，航空輸送（旅客）の
支払趨過は，海外旅行を行う場合，国内の航空会社より海外の航空会社を利用
したほうが割安であることを反映したものといえる。さらに，保険の分野でも
支払超過が続いている。断定的なことはいえないが，表4から，国内価格が高
い非貿易財ほど，競争力が低いことが指摘できるであろう。
　非貿易財の貿易財化あるいは国際競争化とともに，いまや，海外において安
価な最終財と中聞財を購入・調達することが可能である。つまり，貿易財部門
が，国内生産された割高の非貿易財（中間財）を生産に投入するとはかぎらな
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いということができる。対外直接投資を通じて海外に生産拠点を移すことに
よって，より安価な中間財を調達することが可能になるからである。したがっ
て，非貿易財の相対価格の高さを放置することは，産業の空洞化を引き起こし
かねないということができる虹Φ。
　「比較優位の原理」にもとづけば，日本の場合，貿易財は比較優位にあり，
非貿易財は比較劣位にあるといえ飢その理由を「ヘクシャー・オリニン定
理」を応用して要素賦存の観点から述べれば，貿易財は総じて資本集約的であ
り，非貿易財は労働集約的であるために，相対的に資本豊富国である日本は，
資本集約財である貿易財に比較優位を持つということになる。ただし，非貿易
財については，一般要素としての「労働」を用いる労働集約財から，知識を伴
う特殊要素としての「労働」を用いる労働集約財（たとえば，金融・証券・保
険や情報・通信など）への変化が生じている。高コストの一因として賃金率の
高さ（正確には，資本のレンタル・コストに対する賃金率の相対的高さ）が指
摘される。これには2つの要因が考えられる。1つは，資本集約財である貿易
財の生産性が上昇することによって，資本のレンタル・コストが相対的に下落
したことである。このため，賃金率は相対的に上昇することになる。もう1つ
は，円高によって資本集約財である貿易財から労働集約財である非貿易財への
生産シフトが生じ，その過程で賃金率が相対的に上昇したことである。この結
果として，日本の賃金率が国際的に割高になれば，貿易財部門の対外直接投資
が拡大するであろう。貿易財部門における対外直接投資の拡大は，その部門内
でより付加価値の高い財への特化を強める効果を持つが，製造業の縮小に伴う
技術水準の低下など，産業の空洞化を引き起こす要因になりうるであろう“
　非貿易財の貿易財化が進む現在，比較劣位にある非貿易財部門については，
最終消費財あるいは中間財を問わず，輸入に相当する対内直接投資を受け入れ
ることが必要である。そうでないかぎり，貿易財部門における対外直接投資の
拡大は空洞化を引き起こす可能性があろう。しかし，非貿易財の生産性を高め
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るために，外国企業の市場参入を促す場合，日本国内におけるビジネス・コス
ト（非貿易財価格）の高さそのものが阻害要因になるという問題が発生する。
日本のビジネス・コストが国際的に高い水準にあることが指摘されているカ抑，
これは日本における産業立地の条件が他国に比べて劣っていることを意味して
いる。それゆえ，対内直接投資の必要性を論じながらも，それを誘発するため
には，なんらかの政策的処方が実施されなければならないといえる。
（4〕規制と高コスト
　先述のように，価格メカニズムが十分に機能する場合にも，貿易財部門と非
貿易財部門との間の生産性上昇率に格差が生じれば，高コスト化が発生しうる。
しかし，ここでの問題は，各種の規制の存在が非貿易財価格を相対的に高め，
高コスト化を引き起こしていることにある。
　とりわけ，非貿易財部門は規制関連業種が多いことが指摘されている。たと
えば，『経済白書』（1999年版）は，規制のウエイトが製造業（貿易財）におい
て低いのに対して，サービス産業（非貿易財）においては高いこと，電力・ガ
ス・水遺，金融・保険，運輸，通信・放送の分野では，参入規制と，価格規制，
数量規制，設備規制のうちのいずれかが併存し，依然として「強い政府規制」
のもとにあることを明らかにしている。
　そして，同じく『経済白劃は，政府規制のウエイトが高い業種ほど生産性
上昇率が低下しているという推計結果を示している。規制関違業種である非貿
易財部門では，参入障壁など各種の規制の存在によって，価格が高めに設定さ
れたり，規制の「横並び主義」に伴って価格の硬直化が生じたりしているとい
える。これが非貿易財価格を相対的に高めている一因であると考えられる。規
制が生産の非効率化，言い換えれば，経済構造の歪みをもたらしているわけで
ある。『経済白書』（1994年版）は，1990年の日本の付加価値（卸・小売を除
く）のうち規制と関連のあるものが4！．8％であることを示している。アメリカ
　320
　　　　　　　　　　　　　日本経済の高コスト構造　　　　　　　　　　　　　　33
における同様の比率が6．6％であることを見ると，日本がいかに「規制大国」」
であるかがうかがいしれよう。規制の大半は非貿易財と関違するものであり，
マクロ的にも高物価と物価の硬直性が生じる経済構造になっていると考えるこ
とができる。ここから，貿易財から非貿易財への生産構造のシフト，すなわち
経済のサービス化とともに，生産の非効率化とそれに伴う高コスト化がより顕
在化する傾向にあることがうかがえる。
　逆に，規制緩和は，非貿易財部門における生産性の上昇とコストの削減に寄
与しうることになる。たとえば，通信の分野における規制緩和は，デジタル技
術の進歩を促し，生産性の上昇とコストの低下をもたらしたといえる。同時に，
技術進歩は情報通信関連の投資を誘発することにもなる。また，電力の分野で
は，新規参入が認められ，料金の引き下げが行われた。これは，電力を中聞財
として投入している他の分野のコストを削減するという波及効果を生じさせる。
このように，非貿易財部門の生産性を改善し，高コストを是正するには，規制
緩和を推進するζとが有効であるといえる。規制緩和の推進を通じて，競争的
な環境をつくりだし，生産性の上昇を促すことが有効な手段になりうる。さら
に，対内直接投資が増加して外国企業の市場参入が拡大すれば，一非貿易財部門
における競争的環境がより整備され，国際的に割高なビジネス・gストを引き
下げることができるであろう。規制緩和の必要性は，高コストの是正という視
点から論じることもできる。
3　高コストの発生メカニズム
　次に，高コストあるいは内外価情羊の発生メカニズムを理論的に考察してみ
よう。高コストを引き起こす第ゴの原因として，保護貿易政策の存在が挙げら
れる。輸入数量制限などの政策が輸入品の国内価格を割高にする効果を持つか
らである。第2の原因として，非貿易財価格の相対的上昇が挙げられる。非貿
易財の生産性が相対的に低いことが非貿易財価格の相対的上昇をもたらし，国
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内物価を割高にしているといえる。
（1）保護貿易の効果
　高コスト・内外価格差を発生させる第1の原因として，保護貿易政策が挙げ
られる。保護貿易と高コストとの関係を考えてみる。
　図2は日本の輸入財市場を想定し，輸入数量制限の効果を示したものである。
縦軸は円表示価格クを，横軸は輸入数量伽を表す。1）D曲線は国内の需給
ギャップから導出された輸入需要曲線であり，∬曲線は外国における需給
ギャップから導出された輸出供給曲線である。ただし，∬曲線は円表示価格
と外国の輸出数量との関係に変換している。自由貿易のもとでの初期の均衡が
1）o1）oとS芯の交点に求められ，そこでの国際価格（国内価格）が加，輸入数
量が榊。であるとする。いま，円高が生じたとすれば，∫o∫oが∫1sにシフト
し，国際価格（国内価格）がク1に下落するとともに，輸入数量が〃1に増加
する。輸入価格の下落は輸入競争産業の縮小をもたらし，構造転換の誘因にな
る。
　しかし，国内産業の保護を目的として，輸入数量が物に制限されたとしよ
う。輸入需要曲線は吻のもとで垂直に屈折する。このため，輸入財の国内価
図2　輸入規制と内外価格差
〃2刎o刎1　　　　　　伽
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格は伽に変化する。他方，外国の輸出供給曲線が∫胤の場合，輸入価格は加
に下落する。ここでは（加一加）に相当する内外価格差が生、じ，△皿bむの経済
厚生の損失が発生する⑫。また，円高が生じて蝸。が8、∫，にシフトした場合，
輸入価格が伽に下落する。しかし，国内価格は依然として加のままであるか
ら，国内の生産と消費は変化せず，輸入量も伽のままである。ここから，輸
入数箪制限のもとでは，円高が進行するにつれて，内外価格差が（ク。一ク皇）に
拡大することがわかる。国内価格は変化しないため，円高が進行するほど，実
質的に関税率が上昇する効果と同等の効果がもたらされる。さらに，経済厚生
の損失も△α幽に拡大する。、．
　このように，保護貿易政策による貿易財の「非貿易財化」が内外価格差を発
生させる原因になる。経済企画庁『物価レポート』では，輸入規制品目ほど国
内価格は安定的に推移し，円高の影響を受けないことが指摘されている。しか
し，輸入数量制限の対象品目は農産物などわずかであることを考えると，保護
貿易政策が経済の高コスト化をもたらしていると考えるあは誇張しすぎであろ
う。
（2〕非貿易財価格の相対的上昇の効果
　高コストを引き起こす第2の原因として，これまで述べてきた，非貿易財価
格の相対的な上昇が挙げられる。非貿易財価格の相対的な高さと高コストとの
関係を理論的に考察してみる。
　いま，旦本と外国、（アメリカ）の消費者の嗜好が同じであり，両国で貿易財
と非貿易財が同、じ比率で消費されているとする。そして，日本の一般物価水準
一」（貿易財と非貿易財を含んだ物価水準）をR貿易財価格をPT，非貿易財価
格をP肘とする。外国の物価には右上添字＊を付すこととする。単純化のため
に，一般物価水準の決定式がコブ・ダグラス型の一次同次関数によって与えら
れるとすれば，日本と外国の物価決定式はそれぞれ，
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　　（1）　　P＝1〕丁皿・P〉■囮
　　（2）　〆＝P㌔皿・〆V1囮
として示される㈱。α（あるいは1一α）は貿易財価格（あるいは非貿易財価
格）の1％の変化が，一般物価水準を何％変化させるかを表す値である。これ
は貿易財と非貿易財をどのような比率で消費するかによって決まる値である。
　国際的に自由貿易が行われているとすれば，貿易財の「一物一価」が成立す
るはずである。貿易財とは，国際相対価格すなわち「交易条件」（輸出財価格
／輸入財価格）が所与であるという前提のもとで，輸出財と輸入財が合成され
たものである。ここで自国通貨表示の名目為替レートを2で示すとすれば，
この関係は，
　　（3）　P。＝・〆。
として示される。そこで，（ユ）式と（2）式から，それぞれPTと〆Tを求
め，それらを（3）式に代入して名目為替レート召を導出すれば，
　　　　　　　　（音パ、
　　（4）・＝　　　．戸　　　　　　　　（；；責）
が得られる。（4）式が購買力平価為替レートの決定式である。貿易財と非貿
易財の相対価格（P〆1・Nと〆τ／P㌦）は完全雇用が実現しているとすれば，
定数としてみなすことができる（次節を参照）。したがって，日本の一般物価
水準Pがλ倍になるということは，貿易財価格PTと非貿易財価格P〃がとも
にλ倍になり（この関係は一次同次関数の特徴である），相対価格PT〃〃が
変化しないことを意味する。ここでは，古典派的な世界（貨幣数量説）を想定
し，名目貨幣供給量の増加が一般物価水準の上昇を引き起こすと考える。そし
て，（4）式から，外国の一般物価水準Pホを一定とした場合，日本の物価水
準Pの上昇は為替レートの減価（円安・ドル高）を生じさせることが確認で
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図3　物価安定曲線
37
貿易財価格
Po　Pl
僚）
PT　　一一一一一一一一λ　　　　3
〃　　一一一…一；一……一一一一一．
傷）
1〕1
PO
P〃　　　〃 非貿易財価椿
きる。
　一般物価ならびに貿易財と非貿易財の相対価格の関係を，（1）式を図示す
ることによって考えてみる。図3において，RRは，一般物価を月。の水準に
維持する貿易財価格と非貿易財価格の組み合わせの軌跡を描いた曲線（「物価
安定曲線」と呼ぶ）である。一般物価を一定に保つために，貿易財価格の下落
（上昇）と同時に非貿易財価格の上昇（下落）が生じなければならない。物価
安定曲線は，①それぞれの物価水準に応じて無数の物価安定曲線が描かれる，
②物価安定曲線は右下がりに描かれる，③原点から遠くに描かれる物価安定曲
線ほど一般物価水準が高い，④物価安定曲線は交差しない，⑤物価安定曲線は
原点に対して凸型に描かれる，などの性質を持つ。
　表1から，日本の一般物価（GDPデフレーター）は安定的に推移している
ものの，非貿易財価格が相対的に上昇していることがわかる。このような物価
の動きは，図3において，A点からB点への変化として表れる。一般物価は
P。からRに上昇し，同時に，非貿易財価格の上昇（＾→P〉）と貿易財価格の
下落（PT→〃），すなわち非貿易財価格の相対的上昇（Pア／～→P〆／P〉）が生
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　　　図4　高コストの発生メカニズム
㌃ト　ー隅1・六
20
21
シノ嶋・六
P2　Po　　　1〕1　　　　　　」P
　　　　　　　　　　日本の物価水準
じている。日本の一般物価の上昇は，非貿易財価格の相対的な上昇によるとこ
ろが大きいわけである。
　このような関係を前提として，高コストの発生原因を（4）式から考えてみ
よう。図4は（4）式を示したものである。縦軸に自国通貨表示の為替レート
θを，横軸に日本の物価水準Pをとる。簡単化のために，外国の物価水準が一
定で，P㌔の水準で安定的であるとしよう。このとき，為替レートと日本の物
価水準との関係は右上がりの直線として描かれることになる。そして，その傾
きは，日本と外国における貿易財と非貿易財の相対価格の比率に依存すること
になる。ここで，日本の物価がRであるとすれば，購買力平価による為替
レートは2。に決まるわけである。
　図4から，購買力平価為替レートと現実の為替レートの乖離がなぜ発生する
のか，すなわち，なぜ高コストや内外価格差が発生するのかを明らかにする。
いま，貿易財と非貿易財を含む一般物価がRで，購買力平価が勿であるとし
よう。日本の一般物価は安定しながらも上昇傾向にある。つまり，一般物価は
＾から月に上昇している。これは，通常，為替レートの減価（円安・ドル
高）を引き起こすことになる。しかし，同時に，貿易財価格の下落（PT→
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P〆）ないし非貿易財価格の上昇（1〕バP〉）を通じて，相対価格が（PT／1〕〃
から（P〆／射）に下落している。このような相対価格の下落は，図4に描か
れる直線の傾きを小さくする。このとき，一般物価は夙から月に上昇する
にもかかわらず，勿から召1への為替レートの増価（円高・ドル安）が生じて
しまうことがわかる。一般物価の上昇を相殺してあまりある非貿易財価格の相
対的上昇が生じていることになる。ごのようにして，物価の上昇と為替レート
の増価が同時に発生する。結果として，新たな為替レート召1のもとでは，一
般物価月は割高になってしまう。相対価格の変化は現実の為替レートを購買
力平価から乖離させる原因になることがわかる。これが高コストや内外価格差
を発生させるメカニズムであると考えられる。
4　経済構造の歪みと高コスト
　高コストを引き起こす主な原因として，非貿易財価格の相対的な高さが挙げ
られるが，相対価格は構造的な要因によって決定される。貿易財と非貿易財と
の聞の相対価格は「経済構造」という視点からとらえられる。ここでは，貿易
財と非貿易財を含む一般均衡分析（「オーストァリ、ア・モデル」あるいは一「従
属経済モデル」）、’こもとづき｛ユ㌣経済構造と高コストとg関係を考えてみよう。
（1〕基本モデル
　はじめに，基本的な関係として，「オーストラリア・モデル」を取り上げる。
簡単化のために，当該国は、「小国」であり，、輸出財と輸入財の国際相村価格
（交易条件）は所与である苧すろ。一÷；から，較出財と輸入財を二括し，「貿
易財」として合成すろことが可能になる。また，外国の貿易財価格戸丁ホが所
与である牟やに，自国の貿易財価格PTの変化は為替レ∵ト戸の変化幸意味す
る。そして，非貿易財市場では，国内において需要と供給が一致するように価
格が変化することに李る。
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　いま，図5において，貿易財と非貿易財の「生産可能曲線」がTTとして
描かれるとしよう。費用逓増型すなわち原点に対して凹型の生産可能曲線を想
定する。生産可能曲線上では，生産要素（たとえば労働と資本）の完全雇用が
成立する。ここに，貿易財と非貿易財の消費に関する「社会的無差別曲線」を
加えることによって，貿易財と非貿易財の需給均衡点を見いだすことができる。
両財の市場がともに競争的であるとすれば，需絵均衡点は，生産可能曲線TT
と社会的無差別曲線αが接するλ点に求められることになる。λ点では貿
易財の需要と供給が一致し，貿易収支が均衡している。また，非貿易財の需要
と供給も一致する。λ点では「国内均衡」と「対外均衡」が同時に実現して
いる。貿易財と非貿易財の相対価格はλ点における接線の傾き（PT／P〃几に
等しい。（4）式における貿易財と非貿易財の相対価格とは，λ点において成
立する相対価格（PT／PN）oのことである。（4）式は，このような需給均衡点
λが維持されるものとして，物価の変化（それを引き起こす名目貨幣供給の
変化）が生じた場合に，為替レートがどのように変化するかを表した式である。
したがって，購買力平価にもとづく為替レートは，理論上，長期的な貿易収支
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の均衡を保証する為替レートの水準であるといえる。
　たとえば，国際マクロ経済モデルにおいて，完全雇用を前提とした場合，名
目貨幣供給の増加は，それと同率の物価の上昇と為替レートの滅価を引き起こ
すことになる。これは，λ点のような需給均衡点のもとで，相対価格を
（PT／～。に維持しながら，物価の上昇と為替レートの減価が生じることを意
味している。
　なんらかの要因によって，一般物価は一定であるカ綱，貿易財と非貿易財の
相対価格が（PT／1〕〃）、に変化したとしよう。このとき，生産点はB点に移動し，
消費点はC点に移動する。貿易財部門では供給が需要を上回り，貿易財の趨
過供給（貿易黒字）βDが発生することになる。非貿易財部門では需要が供給
を上回り，超過需要01）が発生している。この場合，非貿易財部門では，国内
の需給が一致するように価格の調整が図られ，その上昇が生じることになる。
他方，貿易財部門では，貿易財価格の下落つまり為替レートの増価（円高・ド
ル安）が生じるであろう。このため，相対価格は（PT／Pw）1から（PT／Pw）。に
変化し，経済はλ点に移動する。需給が不一致の場合には，相対価格（ある
いは為替レート）が変化することによって需給均衡が回復す乱このケースで
は，貿易財価格の相対的下落（為替レートの増価）：非貿易財価格の相対的上
昇が生じることになる。結果として，λ点が安定的な均衡点になることがわ
かる。
（2）貿易財部門における生産性の上昇
　基本図をもとに，貿易財部門における生産性の上昇と為替レートの増価との
関係を考えてみよう。貿易財と非貿易財の生産性上昇率の格差が高コストを発
生させることが確認できる。貿易財部門における生産性の上昇によって，生産
可能曲線が貿易財に偏った形で拡大したケースを取り上げ乱
　いま，図6において，当初の均衡点がλ点で，相対価格が（P〆1・山であ
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　　図6　貿易財部門における生産憧の上昇
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るとする。貿易財部門における生産性の上昇は，生産可能曲線をTTからπ
へと拡大させる。相対価格が変わらないとすれば，生産点はλ点からB点に
移動し，貿易財への生産の偏向が見られる。そして，需要構造も変わらないと
すれば，消費点はλ点からC点に移動する。このため，貿易財の超過供給
（貿易黒字）と非貿易財の超過需要が生じることが見てとれる。最終的に，相
対価格が（PT／PN）、に変化し，非貿易財価格の相対的上昇あるいは為替レート
の増価が生じ，経済は1）点に移動する。
　しかし，実物部門における調整のみで話が終わるわけではない。生産点が
λ点から8点に移動するということは，実質所得が増加することを意昧する。
古典派の貨幣数量説から，名目貨幣供給を一定としたもとで実質所得が増加す
れば，物価の下落が生じることがいえる。貿易財部門における生産性の上昇は，
貿易財価格の下落を通じて一般物価の下落を引き起こすことになる。図4にお
いて，貿易財部門の生産性の上昇は，非貿易財価格の相対的上昇を生じさせる
ために直線の傾きを小さくし，かつ一般物価を下落させることにな乱した
がって，為替レートの増価幅はより大きなものになるわけであ私
　貿易財部門における生産性の上昇は，非貿易財価格を相対的に上昇させると
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いう意味で高コストの原因になりうる。しかし，図6のように，価格メカニズ
ムが十分に機能する場合，高コストが顕在化することはないと考えられる㈹。
価格メカニズムが機能しないもとで貿易財部門の生産性が上昇した場合，つま
り，なんらかの要因によって非貿易財部門の生産が非効率化した場合，高コス
トが顕在化するということができる。
　図6のケースとは逆に，非貿易財の生産性が止昇した場合，非貿易財に偏っ
た生産可能曲線の拡大が見られ，実物部門では非貿易財価格の相対的下落つま
り為替レートの減価が生じる。他方，貨幣部門では一般物価が下落し，為替
レートの増価が生じてしまう。最終的に，これらは相殺され，為替レートは一
定に維持される。しかし，為替レートが一定であるとしても，非貿易財部門に
おける生産性の上昇は，国内物価を引き下げる効果を発揮することになる。さ
らに，貿易財と非貿易財の生産性が同じ率で上昇する場合，生産可能曲線は等
比例的に拡大し，相対価格は変化しない。しかし，一般物価は下落することに
なるから為替レートは増価する㈹。この場合にも，国内物価の割高感は払拭さ
れ，為替レートの増価（円高）のメリットを十分に享受することが可能になる。
（3）政府の市場介入と経済構造の歪み
　現実を見れば，貿易財市場はかなり競争的であるが，非貿易財市場は非競争
的であるといえる。また，財政政策を通じた政府の市場介入も存在する。そし
て，貿易収支の均衡という前提も成立していない。それゆえ，図5と図6は，
価格メカニズムが十分に機能し，政府の市場介入や経済構造に歪みが存在しな
いことを前提としたものである。そこで，第1に，財政政策など政府の市場介
入が存在するケースを，第2に，経済構造の歪みと貿易収支の不均衡が存在す
るケースを考えてみる。財政政策や規制などの政府の市場介入は，非貿易財価
格の相対的上昇を生じさせると考えられる。
　財政政策による政府の市場介入が存在する場合を考えてみよう。完全雇用を
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図7　財政政策と高コスト
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前提とした国際マクロ経済モデルにおいて，政府支出の増加は物価に影響を及
ぼさず，為替レートの増価を引き起こし，政府支出の増加を完全に相殺する貿
易収支の赤字化をまねくことが知られている。この関係は図7から説明するこ
とができ孔政府支出の増加は通常，非貿易財（たとえば建設など）の需要を
喚起し，貿易財から非貿易財への生産シフトを生じさせる。と同時に，政府支
出の増加は支出線を右方にシフトさせる効果を持つ。このため，非貿易財の価
格が相対的に上昇し，相対価格が（PT／Pw）oから（1・T／1・”、に変化して，生産
点がλ点からB点に移動する。他方，支出線は（Pτ／1〕〃）、で示され，消費点
がλ点からo点に移動する。最終的に，非貿易財の需給は一致するが，B0
に相当する貿易財の超過需要（貿易赤字）とそれに等しい財政赤字が生じるこ
とにな乱貿易財市場では，貿易財価格の相対的下落が超過需要を引き起こし，
それが輸入によって相殺される。結果として，政府支出の増加は生産シフトを
通じて非貿易財価格を相対的に上昇させ，物価一定のもとで為替レートを増価
させることにな孔ここから，財政政策の発動は，現実の為替レートを購買力
平価から乖離させ，高コスト化の原因になりうることがわかる⑱。
次に，政府の市場介入によって，経済構造に歪みが発生するケースを考えて
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図8　経済構造の歪みと高コスト
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みよう。具体的には，非貿易財市場が非効率的なケースを考える。第2節で述
べたように，規制関連業種である非貿易財市場は競争的な環境になく，生産の
非効率化が生じている。また，現実には，貿易黒字が発生し，貿易収支の均衡
は実現していない。貿易収支の不均衡は国内生産と国内需要の規模に依存し，
前者が後者より大きい場合に貿易黒字が発生する。
　図8を見よう。いま，相対価格（PT／1・N几のもとで，生産点がλ点である
とする。（貿易財価格／非貿易財価格）と（貿易財の限界費用／非貿易財の隈
界費用）が一致するところ，つまり相対価格線が生産可能曲線と接するところ
で最適生産が保証されるが，λ点では（貿易財価格／非貿易財価格）〈（貿易
財の限界費用／非貿易財の限界費用）であり，非効率な生産が行われているこ
とが見てとれる。本来，（P〆1〕〃）。のもとでは，貿易財から非貿易財への生産
シフトが進むはずである。しかし，非貿易財部門における規制の存在によって，
生産要素の非移動性などの歪みが発生し，生産シフトが進展していない状態に
ある。このため，現行の非貿易財価格は，λ点において成立するはずの本来
の価格（λ点における接線の傾き）より高い状態にある。逆に，貿易財価格
は本来の価格より低い状態にある。他方，消費点が8点に位置するとしよう。
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生産点と消費点との関係から，非貿易財市場は均衡しているが，貿易財市場で
は朋に等しい超過供給（貿易黒字）が発生していることがわかる。貿易黒
字は国内需要の不足によって発生している。
　図8から，生産構造が非効率な場合には，為替レートの増価が行き過ぎてし
まい，非貿易財価格の相対的上昇が生じるということがいえる。なぜならば，
λ点における現行の非貿易財の相対価格（1・T／1・山は，λ点において成立する
はずの本来の非貿易財の相対価格より高いからである。非貿易財部門に関わる
規制の存在が，当該部門の生産を非効率化させ，為替レートの行き過ぎた増価
（円高・ドル安）と高コストを引き起こすことになる。また，非貿易財部門の
生産が非効率なもとで，貿易財部門の生産性が上昇するとすれば，行き過ぎた
為替レートの増価と高コスト化が発生する。規制緩和を通じた供給サイドの改
革は，たとえば生産要素の移動性を高め，非貿易財部門の生産の効率化を促す
ことになろう。いわゆる「構造改革」は，非貿易財部門における生産の効率化
と，貿易財から非貿易財へのスムーズな生産シフトをもたらすと考えることが
できる。この過程で高コストからの脱却も可能になる。
　高コストを是正するために，供給サイドの改革が必要であることはいうまで
もないが，それで話が終わるわけではない。構造転換の過程で，生産点が生産
可能曲線上を移動するとはかぎらないからである。「過剰雇用」や「過剰設
備」という状況のもとで供給サイドの改革が進んだ場合，生産点が生産可能曲
線の内部に移動し，不完全雇用の状態に陥る可能性がある。具体的には，規制
緩和に伴う供給サイドの改革は，非効率的な非貿易財部門を，一時的であるに
せよ，さらに非効率化させると考えられる。この場合には，国内需要を刺激し，
不完全雇用の状態を解消することが求められる。需要サイドでは，供給サイド
の改革を下支えする政策が必要になる。たとえば，供給サイドの改革に伴い，
生産点がC点に（非効率的な非貿易財部門で，さらなる非効率化が進展した
ケースに相当する），消費点が1）点に移動するとしよう。この場合，不完全雇
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用を解消するために，国内需要を刺激する政策を発動して，1〕点を通る支出
線（図示は省略）を右方にシフトさせることが必要である。国内需要の拡大は
生産の拡大をもたらし，同時にC点を通る所得線（図示は省略）を右方にシ
フトさせることになる。そして，国内需要の拡大は貿易黒字の縮小につながり，
厚生水準を高めるであろう。経済を最適な生産と最も高い厚生水準を享受しう
るE点に移動させるためには，供給サイドの改革を行うだけでは不十分であ
り，それと同時に需要刺激策を発動することが求められる。供給サイドの改革
は「構造調整」の促進という視点から，需要刺激策は「需要補給」という視点
から議論されるべきであるといえるo勤。
（4〕高コストの是正
　高コストを引き起こす非貿易財価格の相対的上昇は，非貿易財部門における
生産性の上昇が相対的に低いことによる。その原因として，財政政策による政
府の市場介入と，規制による生産の非効率化を挙げることができる。高コスト
を是正するには，規制緩和を通じて非貿易財部門における生産性の改善を図る
ことが有効である。（3）で述べたように，実際には，供給サイドの改革を下
支えする需要政策の発動も必要になると思われる。
　仮に，貿易財部門の生産性の上昇率と葬貿易財部門の生産性の上昇率を同じ
にすることができれば，相対価格は一定に維持され，一般物価は下落するであ
ろう。たとえば，図4において，貿易財の生産性と同じ率だけ非貿易財の生産
性が上昇すれば，貿易財価格だけでなく，非貿易財価格も下落し，相対価格が
（η／P〉）から（P〆Pw）に変化する。非貿易財価格の下落は一般物価をP。か
らBに下落させ，現実の為替レートを31に変化させる。このとき，購買力平
価と現実の為替レートが一致することになる。それゆえ，国内物価の割高感は
解消に向かい，生活の豊かさを実感し，ビジネス環境の改善を実現することが
できるであろう。高コストの是正は，さらなる円高の誘因ではなく，円高のメ
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リットを充分に享受することを可能にしてくれる。
　経済のサービス化とともに，モノづくり中心の経済からサービス中心の経済
への移行が進展している。そのなかで，比較劣位にある非貿易財の比較優位化
をいかにして図るかが大きな課題であるといえる。非貿易財部門における生産
の非効率化，すなわち高コストを放置すれば，産業の空洞化が生じかねないか
らである。経済のグローバル化とともに，非貿易財の貿易財化が進んでいるが，
規制緩和はこの動きをさらに加速させることになる。そして，最終的には，貿
易財の「一物一価」だけでなく，非貿易財の「一物一価」も成立する動きが見
られるであろう。労働集約的である非貿易財の「一物一価」への動きは，同時
に賃金率の国際的な均等化への動きにつながる。国内的および国際的な見地か
ら，非貿易財部門の生産性を改善することが，急務の課題になっているという
ことができる。
5　おわりに
　本稿の内容は次のように要約される。
（I）経済のグローバル化が進展するにつれて，経済の高コスト化が取り上げ
られるようになった。経済のグローバル化は非貿易財の「貿易財化」を進展さ
せている。高コストの主な原因は，非貿易財価格が貿易財価格に比べて相対的
に高いこと，すなわち，非貿易財部門の生産性が貿易財部門の生産性より低い
ことに求められる。
（n）非貿易財の貿易財化は，海外において安価な中聞財を調達することが可
能になったことを意味する。もはや，貿易財部門が国内生産された割高の非貿
易財（中問財）を生産に投入するとはかぎらないわけである。対外直接投資を
通じて海外に生産拠点を移すことにより，安価な中間財を調達することができ
る。したがって，非貿易財の相対価格の高さを放置することは，産業の空洞化
を引き起こしかねないといえる。
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（皿）各種の規制の存在が非貿易財部門における生産の非効率化を引き起こし，
非貿易財の価格を相対的に高めていると考えられる。とりわけ，非貿易財部門
は規制関連業種が多いことが指摘できる。非貿易財部門の生産性を改善し，高
コストを是正するには，規制緩和を推進することが有効であるといえる。規制
緩和の推進を通じて，競争的な環境をつくりだし，生産性の上昇を促すことが
有効な手段になりうる。
（1V）高コストを是正するために，供給サイドの改革が必要であることはいう
までもない。しかし，過剰雇用や過剰設備の存在を考慮した場合，供給サイド
の改革を行うだけでは不十分であり，それと同時に需要刺激策を発動すること
が必要である。供給サイドの改革は「構造調整」の促進という視点から，需要
刺激策は「需要補給」という視点から議論されるべきである。
＊本稿は日本経済政策学会関西部会（1999年12月4日，関西大学）における研
究報告にもとづくものである。市論者の甲中康秀教授（神戸大学）ならびに
座長の新庄浩二教授（神戸大学）から示唆に富むコメントをいただいた。記
　して謝意を表したい。
溢1〕高コストをめぐる議論については．香西泰「貿易黒字・円商の時代は終わった」『論争東洋経
　　済』1996年9月号，「私の日本緩済・高コスト論弁護」幟争東洋経済」ユ997年I月号，吉富勝
　　「日本・高コスト経済論の難点」幟争東洋縫渕ユ996隼u月号，一「異端説は正統論への無理解が
　　原剛儲争東洋経済』1997隼3月号．中谷巌「隔コストjが変えたが日本経済」『論争東洋経
　　済jユ997隼ユ月号を参照。香西と中谷は高コスト論の視点から，吉富は高コストを否定する立場
　　から、日本経済論を展開している。また，深尾京司「空洞化論議に潜む『大いなる譲解」」『論争
　　東洋経済」1997隼3月号は，高コスト経済をめぐる論争に理論的な見地から論評を加えている。
　　さらに，米山秀隆r高コスト経済からの脱剃東祥経済新報社，ユ998隼では，高コスト論の泣場
　　から実証分析を行っている。
ω　内外価格差に関しては，佐々波楊子・浦田秀次郎・河井啓希『内外価格蓬の経済割東洋経済
　　新報社，1996卒が参考になる。内外価格差は，消費者サイド（消費者余剰）から論じられるが，
　　構遺調整のような生産者サイド（生産者余剰）の問題も存在する竈
13〕経済のグローバル化が意味することについては．大畑弥七・横山将義rオープン・エコノミー
　　と日本経済一日本緩済のグローバル化を考える一」成文堂、ユ999年を参照。
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（4〕「空洞化」の定義を一般化すれば，①自国財の価格競争カの低下，②海外生産のシフトに伴う
　国内製造業の霜小，③経済のサーピス化の進展が生じた状況ということになろう。ここでは，こ
　れらの現象が相互に影響を及ほしあう状況を，「空洞化」ととらえることにする。
15〕経済構造に関して，農業など第1次産業の扱いが間題になろう。これは貿易財産業とみなされ
　るが，同時に非貿易財産業の性格も持っている。仮に，農産物を貿易財として扱ったとしても論
　旨は変わらない。ただし，農産物の高コスト化が生じているという点で製造業と異なっており，
　これは保護貿易政策との関連からとらえることができる（第3節）。
（6）この背景には，1人あたりの所得が増加するにつれて，需要構造が貿易財から非貿易財（サー
　ピス産業〕にシフトしたことが考えられる。
17）この点については前掲の香西論文や中谷論文を参照。
18〕この点については前掲の吉富論文を参照。
（9）サービス貿易を考える場合，「非貿易財」の定義（「貿易の対象にならない團内財」）に限界が
　生じることが理解できよう。本稿では，「非貿易財」を大規模な国際取引の対象になりにくい財
　と考える由また，吉富論文においても，1992年と1995年を比較したサーピス貿易の競争力指数が
　取り上げられている。しかし，競争力指数の推移は長期的な趨勢から論じることが必要であると
　恩われる。
血oこの点は深尾論文でも取り上げられている。
ω　たとえば，経済企画庁r物価レポート』（1998年版）を参照。
⑫　内外価格差と経済厚生の損失との関係は，佐々波・浦田・河井の前掲書において実証分析が行
　われている。
l13ここでの分析は，コブ・ダグラス型関数を用いた一般物価の決定式にもとづくが，それについ
　て1ま，浜田宏一r国際金融』（第6章）岩波書店，1996年が詳しい。なお，ここでは，貿易財と
　非貿易財がともに最終消費財であることを想定し，非貿易財を中閻財として扱っていないという
　欠点が存在する。この点については今後の課題としたい。
ωオーストラリア・モデルについては，Dombusch，R．，⑭醐E‘ω一㎝ツ〃㎝伽舳一c8，Basic
　Books，！980（大山・堀内一米沢訳帽際マクロ経済学』文眞堂，1984隼）のchap．6，Cav鋤R．E．
　＆Frankd，J　A，＆Jones，R．W．，W”〃T“ω“切肋岬な7th　ed．，H酊per　Co11ms、ユ996のchap－
　2ユ、C1胴s細，E．M．，G肋o1〃舳妨η五。㎝㎝狐oxford　University　Press，1996のchap，7を参照。
㈹貨幣市場（名目貨幣供給）は不変で，実物市場においてなんらかの撹乱が生じた場合を想定し
　ている曲
㈹　吉川洋r転換期の日本経済』（第3章）岩波書店，1999年では，貿易財部門の生産性上昇に伴
　う内外価格差の発生は「慶賀」すべき現象であると論じている。ただし，これは価格メカニズム
　が十分に擦能していることを前提としたものであり，同時に，規制の存在が非貿易財部門の生産
　性を低めていることも指摘している。
ω　これは，古典派的な国際マクロ経済モデルにおいて，生産関数の改善などを想定したケースと
　対応する。
胸　この点に関連して，米山の前掲書（第4章）では，政府部門とりわけ公共箏業の高コスト体質
　が指摘されている。また，『国民経済計算年報』は，政府サーピスのデフレーターの上昇が薯し
　いことを示している。
⑲　この点については，香西泰「需葵檎給と構造調整　リカードウ・マルサス論争再読」儲争東
　洋経済』1999年5月号を参照。
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